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ま
ず
、
改
め
て
イ
ン
ボ
イ
ス
の
定
義
を

確
認
し
て
お
き
ま
す
。
本
制
度
に
お
け
る

「
イ
ン
ボ
イ
ス
」
と
は
請
求
書
な
ど
に
適

用
税
率
や
消
費
税
額
な
ど
を
明
示
し
た
も

の
で
、
税
務
署
が
新
た
に
発
行
す
る
登
録

番
号
を
記
載
し
た
も
の
で
す
。

　

自
社
（
あ
な
た
の
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
店
）

が
現
在
、
消
費
税
の
課
税
事
業
者
で
あ
る

場
合
に
、「
原
則
課
税
事
業
者
」
の
場
合
と
、

「
簡
易
課
税
事
業
者
」
の
場
合
の
そ
れ
ぞ

れ
に
つ
い
て
、
必
要
な
対
応
を
確
認
し
ま

し
ょ
う
。

（
１
）
顧
客
へ
の
対
応　

　

自
社
が
消
費
税
の「
原
則
課
税
事
業
者
」

の
場
合
、
一
定
程
度
の
取
引
規
模
が
あ
り
、

「
一
般
顧
客
」（
イ
ン
ボ
イ
ス
を
必
要
と
し

な
い
顧
客
）の
他
に
、「
事
業
を
営
む
顧
客
」

（
イ
ン
ボ
イ
ス
を
必
要
と
す
る
顧
客
）
を

有
す
る
の
が
通
例
だ
と
思
わ
れ
ま
す
。　

　

過
去
の
掲
載
で
既
に
説
明
し
た
通
り
、

皆
さ
ん
の
顧
客
の
う
ち
「
事
業
を
営
む
顧

客
」
に
つ
い
て
は
、
皆
さ
ん
が
イ
ン
ボ
イ

ス
を
発
行
し
な
い
と
仕
入
税
額
控
除
（
仕

入
に
か
か
る
税
を
売
上
に
か
か
る
税
か
ら

差
し
引
く
こ
と
）
が
で
き
な
く
な
り
、
そ

の
分
顧
客
が
納
め
る
消
費
税
が
増
加
す
る

こ
と
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　

自
社
は
既
に
課
税
事
業
者
で
あ
る
わ
け

で
す
か
ら
、
顧
客
へ
の
対
応
と
し
て
は
税

務
署
に
「
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の
登

録
申
請
書
」
を
提
出
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
発

行
事
業
者
に
な
れ
ば
足
り
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

こ
の
場
合
の
留
意
点
と
し
て
、
次
の
こ

と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

2023年（令和５年）の10月１日から消費税の「適格請求書等保存方式」＝いわゆる「インボイス
制度」が始まります。
シリーズ３回目の今回は、自社が消費税の課税事業者である場合に、インボイス制度の開始に
あたって検討すべきポイントについて解説します。自社が「原則課税事業者」である場合と「簡
易課税事業者」である場合のそれぞれについて、顧客（売上先）への対応と仕入先への対応の両
面から考えてみます。
最後に「むすび」として、インボイス制度の10のポイントをまとめたので参考にしてください。

このシリーズは、税理士法人みずほにご執筆いただいています

インボイス制度解説インボイス制度解説
ー 第３回 消費税の課税事業者である場合の対応 ー

クリーニング事業者のための

請　求　書

〇×株式会社　御中

1
．	 自
社
が
原
則
課
税
事
業
者
の
場
合

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者

に
な
る
場
合
の
留
意
点

!①
発
行
し
た
イ
ン
ボ
イ
ス
の
控
え
の

　
保
存
義
務

◆�

控
え
の
保
存
期
間
（
イ
ン
ボ
イ
ス
を

交
付
し
た
日
の
属
す
る
課
税
期
間
の

確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
か
ら
起
算

し
て
）
は
７
年
間
。
法
人
も
個
人
事

業
主
も
同
じ
。

◆�

控
え
の
様
式
に
制
約
は
な
い
。
交
付

し
た
イ
ン
ボ
イ
ス
そ
の
も
の
を
複
写

し
た
も
の
で
な
く
て
も
、
イ
ン
ボ
イ

ス
の
記
載
事
項
が
確
認
で
き
る
も
の

で
あ
れ
ば
よ
い
。

　
（
例
）レ
ジ
の
ジ
ャ
ー
ナ
ル
等

②
簡
易
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
も
Ｏ
Ｋ

◆�

不
特
定
多
数
の
顧
客
を
対
象
と
す
る

事
業
者
の
場
合
は
、「
簡
易
イ
ン
ボ

イ
ス
」
の
発
行
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

※�

正
式
な
イ
ン
ボ
イ
ス
よ
り
も
記
載
要
件
が

緩
や
か
で
す
（
詳
細
は
11
月
号
参
照
）
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インボイス制度解説

クリーニング事業者のための

ー第３回 消費税の課税事業者である場合の対応ー

（
２
）
仕
入
先
へ
の
対
応　

　

自
社
が
原
則
課
税
事
業
者
の
場
合
、
仕

入
先
（
溶
剤
な
ど
の
資
材
や
機
械
の
購
入

先
、
そ
の
他
の
経
費
の
支
払
先
）
へ
の
対

応
は
非
常
に
重
要
と
な
り
ま
す
。

　

仕
入
先
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
を
入
手
で
き

な
い
と
自
社
で
仕
入
税
額
控
除
が
で
き
な

く
な
り
、
自
社
の
消
費
税
の
負
担
が
増
え

て
し
ま
う
か
ら
で
す
。

　

こ
の
場
合
の
具
体
的
な
対
応
と
し
て
は
、

ま
ず
仕
入
先
に
つ
い
て
、
課
税
事
業
者
か

免
税
事
業
者
か
を
確
認
し
て
お
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

免
税
事
業
者
に
対
し
て
は
、
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
の
開
始
に
伴
っ
て
課
税
事
業
者
に

変
更
す
る
意
思
が
あ
る
か
否
か
の
確
認
も

必
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
現
実
的
に
は
仕
入
先
に
直
接

確
認
し
づ
ら
い
場
合
も
あ
る
と
思
い
ま
す
。

こ
の
場
合
の
確
認
方
法
の
一
案
と
し
て
、

自
社
が
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者
の
登

録
申
請
を
済
ま
せ
、
登
録
番
号
を
入
手
し

た
後
に
、
仕
入
先
に
対
し
自
社
の
登
録
番

号
を
通
知
す
る
と
共
に
、仕
入
先
か
ら「
登

録
番
号
」
や
「
免
税
事
業
者
で
あ
る
場
合

は
そ
の
旨
」
に
つ
い
て
文
書
で
回
答
を
入

手
す
る
方
法
が
考
え
ら
れ
ま
す（
図
表
１
）。

　

次
は
、
仕
入
先
が
「
免
税
事
業
者
」
で

あ
っ
た
場
合
の
対
応
で
す
（
図
表
2
）。

　

こ
の
場
合
の
交
渉
は
、
慎
重
に
行
う
必

要
が
あ
り
ま
す
。
と
い
う
の
は
、
交
渉
の

仕
方
に
よ
っ
て
は
下
請
法
等
に
抵
触
し
て

公
正
取
引
委
員
会
か
ら
調
査
等
を
受
け
る

可
能
性
が
あ
り
得
る
か
ら
で
す
。

　

な
お
、
消
費
税
率
が
8
％
か
ら
10
％
へ

引
き
上
げ
ら
れ
た
際
に
話
題
と
な
っ
た
消

費
税
転
嫁
対
策
特
別
措
置
法
（
消
費
税
の

円
滑
な
転
嫁
を
目
的
と
し
た
も
の
）
は
、

令
和
3
年
3
月
末
日
を
も
っ
て
そ
の
効
力

を
失
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
失
効
後
に

お
い
て
も
取
引
上
優
越
的
地
位
に
あ
る
事

業
者
が
「
一
旦
決
め
た
対
価
を
一
方
的
に

値
引
き
要
求
す
る
と
い
っ
た
行
為
を
行
う

場
合
は
、
優
越
的
地
位
の
濫
用
と
し
て
独

占
禁
止
法
に
違
反
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま

す
」
と
の
公
正
取
引
員
会
の
見
解
が
示
さ

れ
て
い
ま
す
の
で
、
こ
の
点
に
つ
い
て
の

注
意
が
必
要
で
す
。

　

こ
の
場
合
の
対
応
策
と
し
て
次
の
よ
う

な
方
法
（
ｐ
6
～
7
）
が
一
般
的
に
検
討

さ
れ
て
い
ま
す
。
設
例
を
参
照
し
な
が
ら

具
体
的
な
影
響
額
を
自
社
に
当
て
は
め
て

考
え
て
み
て
く
だ
さ
い
。

図 表 1

図 表 2

仕入先への登録番号の通知と依頼に関する文書例

原則課税事業者の仕入先への対応

� 20 ××年×月×日
●●●●　御中
� 株式会社クリーニング洗太

適格請求書発行事業者登録番号のお知らせと
依頼について（お願い）

拝啓…
さて、2023 年 10 月から適格請求書等保存方式（いわゆ
るインボイス制度）の導入が予定され、税務署長に申請
して登録を受けた課税事業者である「適格請求書発行事
業者」が交付する「適格請求書」等の保存が仕入税額控
除の要件となります。
　そこで、弊社の適格請求書発行事業者登録番号をお知
らせすると共に、貴社の登録番号等について、弊社まで
ご連絡いただきたくお願い申し上げます。
� 敬具

記
１．弊社登録番号
　　T××××××　××××××

２．課税事業者のご確認および登録番号に関するお願い
課税事業者の場合、貴社の適格請求書発行事業者登
録番号を以下の問合せ先までご連絡願います。
また、課税事業者以外（免税事業者等）の場合は、
その旨ご連絡をお願いいたします。

３．問合せ先
　　株式会社クリーニング洗太
　　（連絡先…）
� 以上

■原則課税事業者の仕入先への対応

仕入先が、消費税の事業者形態（免税・原則課税・簡
易課税）いずれかについて、可能であれば確認する。
仕入先が免税事業者の場合には、インボイスの発行事
業者を選択するかどうか可能であれば確認する。

仕入先が、免税事業者を継続する場合、取引価格
について再検討・交渉する。

仕入先を免税事業者からインボイスの発行事業者
に変更することを検討する。

現在のまま取引を継続する。

p6～7に詳細を掲載。下請法等に抵触しないよう、
交渉は慎重に行いましょう!

1

2

3
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①
仕
入
先
に
対
し
イ
ン
ボ
イ
ス
の

　
発
行
事
業
者
と
な
る
よ
う
促
す

　

仕
入
先
が
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者

に
な
ら
な
け
れ
ば
、
自
社
は
仕
入
税
額
控

除
が
で
き
な
い
た
め
、
結
果
と
し
て
自
社

の
消
費
税
の
負
担
が
増
え
て
し
ま
い
ま
す
。

　

こ
の
点
を
仕
入
先
に
対
し
充
分
説
明
し
、

そ
の
結
果
、
仕
入
先
が
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発

行
事
業
者
に
な
る
こ
と
を
選
択
し
た
場
合

に
は
、
自
社
の
消
費
税
の
負
担
や
利
益
は

従
来
と
何
ら
変
わ
ら
な
い
こ
と
に
な
り
ま

す
（
設
例
①
／
ケ
ー
ス
１
の
場
合
）。

②
仕
入
先
に
対
し
消
費
税
相
当
額
の

　
値
引
き
を
お
願
い
す
る

　

①
の
対
応
に
対
し
て
、
仕
入
先
が
免
税
事

業
者
で
あ
り
続
け
た
い
場
合
に
、
消
費
税
相

当
額
の
値
引
き
を
お
願
い
す
る
も
の
で
す
。

消
費
税
相
当
額
の
値
引
き
が
実
現
す
れ
ば
、

自
社
に
と
っ
て
は
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
伴

う
消
費
税
の
追
加
負
担
は
生
じ
な
い
こ
と

に
な
り
ま
す
。
こ
の
場
合
、
申
告
時
の
納
税

額
は
現
状
よ
り
も
多
く
な
り
ま
す
が
購
入

時
に
同
額
の
支
払
い
を
行
っ
て
い
な
い
わ

け
で
す
か
ら
、
最
終
的
な
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
お
よ
び
利
益
も
現
状
と
変
わ
り
あ
り

ま
せ
ん
（
設
例
①
／
ケ
ー
ス
３
の
場
合
）。

	
  

仕
入
先
が
免
税
事
業
者

	
  

で
あ
っ
た
場
合
の
対
応

３つのケースでの消費税の納税額と利益の比較

・売上は 50,000 円（税抜）、消費税 5,000 円とします。
・仕入は下記の場合を想定します。

設例①　自社が原則課税事業者の場合

設例②　自社が簡易課税事業者の場合（クリーニング業＝「サービス業」のみなし仕入率は 50％）

≪それぞれの場合において納付する消費税≫（単位：円）

≪それぞれの場合において納付する消費税≫（単位：円）

≪それぞれの場合における損益計算書≫税抜処理

≪それぞれの場合における損益計算書≫税抜処理

現状の場合……………………………………………………仕入金額 20,000 円（税抜）、消費税 2,000 円
（ケース 1）　インボイスを入手した場合…………………仕入金額 20,000 円（税抜）、　消費税 2,000 円
（ケース 2）　インボイスを入手できなかった場合………仕入金額 22,000 円
（ケース 3）　消費税相当額の値引きを受けた場合………仕入金額 20,000 円

（現状の場合） （ケース 1の場合） （ケース 2の場合） （ケース 3の場合）
預かった消費税 5,000 預かった消費税 5,000 預かった消費税 5,000 預かった消費税 5,000
支払った消費税 2,000 支払った消費税 2,000 支払った消費税 0 支払った消費税 0
納付する消費税 3,000 納付する消費税 3,000 納付する消費税 5,000 納付する消費税 5,000

（現状の場合） （ケース 1の場合） （ケース 2の場合） （ケース 3の場合）
預かった消費税 5,000 預かった消費税 5,000 預かった消費税 5,000 預かった消費税 5,000
みなし仕入に係る消費税 2,500 みなし仕入に係る消費税 2,500 みなし仕入に係る消費税 2,500 みなし仕入に係る消費税 2,500
納付する消費税 2,500 納付する消費税 2,500 納付する消費税 2,500 納付する消費税 2,500

（現状の場合） （ケース 1の場合） （ケース 2の場合） （ケース 3の場合）
売　上 50,000 売　上 50,000 売　上 50,000 売　上 50,000
仕　入 20,000 仕　入 20,000 仕　入 22,000 仕　入 20,000
利　益 30,000 利　益 30,000 利　益 28,000 利　益 30,000

（現状の場合） （ケース 1の場合） （ケース 2の場合） （ケース 3の場合）
売　上 55,000 売　上 55,000 売　上 55,000 売　上 55,000
仕　入 22,000 仕　入 22,000 仕　入 22,000 仕　入 20,000

租税公課（消費税） 2,500 租税公課（消費税） 2,500 租税公課（消費税） 2,500 租税公課（消費税） 2,500
利　益 30,500 利　益 30,500 利　益 30,500 利　益 32,500
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インボイス制度解説

クリーニング事業者のための

ー第３回 消費税の課税事業者である場合の対応ー

　

12
月
号
に
記
載
し
た
と
お
り
、
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
に
は
経
過
措
置
が
あ
っ
て
、
免

税
事
業
者
で
あ
る
仕
入
先
か
ら
イ
ン
ボ
イ

ス
を
入
手
で
き
な
く
て
も
制
度
開
始
後
６

年
間
は
一
定
割
合
（
施
行
後
３
年
間
は

80
％
、
そ
の
次
の
３
年
間
は
50
％
）
の
仕

入
税
額
控
除
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
経
過
措
置
の
期
間
を
含
め
て
交
渉

し
て
い
く
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

③
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者
に

　
仕
入
先
を
変
更
す
る

　

①
＆
②
の
対
応
が
不
調
に
終
わ
っ
た
場

合
に
、「
仕
入
先
の
変
更
」
を
検
討
す
る

と
い
う
も
の
で
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行

で
き
な
い
免
税
事
業
者
か
ら
仕
入
れ
た
場

合
に
は
、
自
社
に
と
っ
て
消
費
税
の
納
税

額
が
増
え
て
利
益
が
減
少
し
て
し
ま
う

（
設
例
①
／
ケ
ー
ス
２
の
場
合
）
わ
け
で

す
か
ら
、
合
理
的
な
経
済
活
動
と
し
て
は

あ
り
得
る
こ
と
で
す
。

　

た
だ
し
、
仕
入
先
が
自
社
と
長
年
に
わ

た
っ
て
緊
密
な
関
係
を
構
築
し
て
い
る
場

合
も
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
仕
入
先
が
自
社
に

と
っ
て
必
要
な
技
術
・
能
力
・
ノ
ウ
ハ
ウ
な

ど
を
持
っ
て
い
る
場
合
も
あ
り
得
ま
す
。
こ

う
し
た
仕
入
先
を
金
額
だ
け
の
優
劣
で
失

う
わ
け
に
は
い
き
ま
せ
ん
。
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
の
開
始
を
機
に
仕
入
先
と
の
関
係
を

見
直
し
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

④
従
来
の
取
引
条
件
の
ま
ま

　

継
続
取
引
を
行
う

　

仕
入
先
が
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者

に
な
ら
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
従
来
の

取
引
条
件
の
ま
ま
取
引
を
継
続
す
る
と
い

う
も
の
で
す
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は

消
費
税
相
当
額
だ
け
消
費
税
の
納
税
額
が

増
え
て
、
自
社
の
利
益
が
減
少
す
る
の
を

受
け
入
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
設
例
①

／
ケ
ー
ス
２
の
場
合
）。

（
３
）
自
社
が
簡
易
課
税
事
業
者

　
　

  

に
な
る
こ
と
の
検
討

　

２
期
前
の
消
費
税
の
課
税
売
上
高
が

５
０
０
０
万
円
以
下
の
事
業
者
の
場
合
、

原
則
課
税
以
外
に
、事
務
負
担
の
軽
い「
簡

易
課
税
制
度
」
を
選
択
す
る
こ
と
が
可
能

で
す
（
な
お
、
こ
の
簡
易
課
税
制
度
は
一

旦
届
出
を
行
う
と
廃
止
届
を
提
出
し
な
い

限
り
有
効
で
す
）。

　

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
事
業
者
の
場
合
、
消
費

税
の
課
税
売
上
高
に
対
す
る
課
税
仕
入
高

の
割
合
（
以
下
、
仕
入
率
）
が
50
％
を
超

え
る
場
合
に
は
「
原
則
課
税
」
の
方
が
「
簡

易
課
税
」
に
比
べ
て
消
費
税
の
納
税
額
が

少
な
く
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
課
税
売
上
高
が
５
０
０
０

万
円
以
下
の
事
業
者
で
あ
っ
て
も
、
事
務

負
担
の
大
き
い
原
則
課
税
を
選
択
し
て
い

る
事
業
者
も
あ
る
と
思
い
ま
す
。

図 表 3 課税事業者の対応まとめ
　

し
か
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
開
始
に

あ
た
っ
て
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
入
手
で
き
な

い
仕
入
先
と
の
取
引
が
増
え
て
、「
仕
入

率
」
が
50
％
を
下
回
る
こ
と
が
生
じ
る
か

も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

こ
の
場
合
に
は
、
原
則
課
税
制
度
か
ら

簡
易
課
税
制
度
へ
の
変
更
を
検
討
す
る
こ

と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

（
１
）
顧
客
へ
の
対
応　

　

自
社
が
簡
易
課
税
事
業
者
の
場
合
、
顧

客
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
原
則
課
税
事

業
者
の
場
合
と
変
わ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ

ん
。
前
述
（
ｐ
４
）「
１
．
自
社
が
原
則

課
税
事
業
者
の
場
合
（
１
）
顧
客
へ
の
対

応
」
を
参
考
に
し
て
く
だ
さ
い
。

（
２
）
仕
入
先
へ
の
対
応

　

自
社
が
簡
易
課
税
事
業
者
の
場
合
に
は
、

仕
入
先
が
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者
で

あ
る
か
否
か
に
よ
っ
て
消
費
税
の
納
税
額

に
影
響
が
出
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

自
社
が
簡
易
課
税
事
業
者
の
場
合
、
納

め
る
消
費
税
は
、
課
税
対
象
と
な
る
売
上

高
を
基
準
と
し
て
一
定
の
「
み
な
し
仕
入

率
」
を
使
っ
て
計
算
す
る
た
め
、
仕
入
金

額
が
い
く
ら
で
あ
る
か
、
あ
る
い
は
仕
入

先
が
免
税
事
業
者
で
あ
る
か
否
か
は
影
響

し
ま
せ
ん
。
こ
の
た
め
、
基
本
的
に
は
原

則
課
税
事
業
者
の
場
合
の
よ
う
な
対
応
は

必
要
と
し
ま
せ
ん（
設
例
②
／
ケ
ー
ス
１・

２
の
場
合
）。

　

仕
入
先
が
免
税
事
業
者
で
、
消
費
税
相

2
．	 自
社
が
簡
易
課
税
事
業
者
の	

場
合原則課税

事業者
簡易課税
事業者

顧
客
へ
の
対
応

事業を営む顧客
がいる場合は、
原則としてイン
ボイスの発行事
業者になること
を選択する

左と同じ

仕
入
先
へ
の
対
応

ｐ６～７の
とおり

特別な対応は
なし。
仕入先がインボ
イス発行事業者
であるかどうか
は消費税の納税
に影響しない
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当
額
を
値
引
き
し
て
く
れ
た
場
合
に
は
、

納
付
す
る
消
費
税
額
は
変
わ
り
ま
せ
ん
が
、

仕
入
金
額
が
消
費
税
相
当
額
だ
け
少
な
く

な
っ
て
自
社
の
利
益
は
増
加
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す（
設
例
②
／
ケ
ー
ス
3
の
場
合
）。

　

令
和
2
年
度
の
国
の
税
収
は
、
コ
ロ
ナ

禍
に
も
関
わ
ら
ず
、
過
去
最
高
額
で
あ
っ

た
こ
と
が
公
表
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
国

の
税
収
の
う
ち
消
費
税
の
占
め
る
割
合
が

最
も
高
く
な
っ
て
34
・
5
％
と
な
り
ま
し

た（
所
得
税
31・
6
％
／
法
人
税
18
・
4
％
／

相
続
税
3・8
％
／
そ
の
他
11
・
7
％
）。

　

平
成
元
年
に
税
率
3
％
で
ス
タ
ー
ト
し

た
日
本
の
消
費
税
で
す
が
、
お
よ
そ
30
年

が
経
っ
て
税
率
は
10
％
と
な
り
、
国
の
税

収
の
筆
頭
の
地
位
を
占
め
る
に
至
っ
た
と

い
う
こ
と
で
す
。

　

税
率
10
％
と
な
っ
た
ば
か
り
の
日
本
の

消
費
税
で
す
が
、
そ
れ
で
も
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

諸
国
（
多
く
の
国
の
税
率
は
20
％
程
度
）

に
比
べ
る
と
ま
だ
低
い
水
準
に
あ
り
ま
す
。

　

事
業
経
営
に
あ
た
っ
て
、
さ
ら
な
る
税

率
の
引
上
げ
や
簡
易
課
税
事
業
者
の
適
用

範
囲
の
縮
小
、
制
度
の
手
直
し
等
が
今
後

行
わ
れ
る
可
能
性
も
視
野
に
入
れ
て
お
く

こ
と
も
必
要
で
し
ょ
う
。

インボイス制度のまとめ　10のポイント

３回に渡ってインボイス制度の概要を解説してきましたが、そのポイントをもう一度整理してみます

「インボイス」とは、請求書などに適用税率や消費
税額などを明示したもので、税務署が新たに発行す
る登録番号を記載したものです。

インボイス制度の下では、インボイスを入手し保存
することが仕入税額控除の要件に追加されました。
ただし、インボイスの入手が困難な一定の取引（３万
円未満のバスや鉄道の旅客運賃等）については、帳
簿のみの保存で仕入税額控除の要件を満たします。

インボイス登録事業者には、課税事業者からインボ
イスの交付を求められた場合に、インボイスを交付
する義務があります。
一般顧客や免税事業者である顧客に対しては、これ
までの形式の請求書等で対応が可能です。

不特定多数の顧客に対しては、宛名を省略する等の
「簡易インボイス」の発行が認められています。

インボイスの発行事業者となるためには、登録申請
書を税務署に提出する必要があります（申請を郵送
で行う場合の送付先は「各国税局のインボイス登録
センター」）。
インボイス制度の施行日（令和５年 10月１日）か
ら発行事業者となるためには原則として令和５年３
月 31日までの提出が必要です（ただし、困難な事
情がある場合は令和５年 9月 30日まで）。

課税事業者が簡易課税を選択した場合の事務負担は、
原則課税を選択した場合よりも相当軽くなります。
簡易課税の適用要件を満たした場合には、消費税納
税額がほぼ同額であるならば簡易課税の選択を検討
すべきです。

免税事業者については令和５年 10月１日の属する
課税期間に限り、簡易課税適用の事後選択（その
課税期間の末日までにおける簡易課税制度の適用申
請）が認められています。

免税事業者がインボイス発行事業者の登録を受ける
ためには、登録申請書に加えて「消費税課税事業者
選択届出書」を提出する必要があります。
ただし、令和５年 10月１日を含む課税期間中に登
録を受ける場合は、登録を受けた日から課税事業者
となる経過措置が設けられています。この場合、選
択届出書の提出は必要ありません。

諸事情によりインボイス発行事業者の登録を取りや
めて免税事業者に戻りたい場合に、⑧の経過措置を
適用してインボイス発行事業者になった場合と、そ
うでない場合とでは提出書類と免税事業者に戻るこ
とができる時期が異なることになりますので注意が
必要です。

免税事業者がインボイス制度開始にあたって検討
すべきと思われる事項をチャートにまとめました
（p9）。ご参照ください。
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2

3

4

5

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

11月号

11・12月号

12月号

4
． む
す
び
に
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インボイス制度解説

クリーニング事業者のための

ー第３回 消費税の課税事業者である場合の対応ー

●国税庁HP内インボイス制度特設サイト
　https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice.htm
　「インボイス制度特設サイト」で検索
●軽減・インボイスコールセンター　0120-205-553（無料）　【受付時間】9：00～ 17：00（土日祝除く）

インボイス制度にむけて免税事業者が検討すべき事項（フローチャート）

?
START!

免税事業者

課税事業者
（原則課税）

インボイス発行事業者になることを
選択する

課税事業者
（簡易課税）

インボイス発行事業者になることを
選択しない

免税事業者

現在の消費税の事業者区分=

事業を営む顧客がいるか?
（将来を含む）

1 NO

NO

NO

YES

YES

YES 不明or

NO 不明or

3 現在の取引条件を継続し、
自社がインボイスを
発行しないことについて、
顧客の了解が得られるか？ 

(＊) 顧客が「簡易課税事業者」の場合には、自社がインボイスの
発行事業者を選択するかどうかは顧客には影響を与えません
ので、顧客が「原則課税事業者」か否かを判定するものです。

原則課税と簡易課税を
比較して有利な方を選択

2 事業を営む顧客は、
インボイス制度開始の時点で、
「原則課税事業者」か？（＊)

（A）＞（B）であるか？4
（A）顧客の喪失による売上や利益の減少などの影響
（B）課税事業者（原則・簡易）を選択した場合の消

費税負担や事務負担などの影響

YES

12月号


